
平成 31 年 2 月

平成 31 年度 平成 40 年度

１．事業概要

（１）

H27 H28 H29

H27 H28 H29

1人職 員 数

団 体 名 ： 札幌市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

非適用

稼 働 率 *
※過去３年度分を記載

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

288.7％

施 設 名

事　業　形　態　等

事 業 開 始 年 度

収 益 的 収 支 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分

463.6％ 237.7％

平成7年4月9日

代行制

 ア　民間委託

70.1％ 48.3％ 49.7％

種 類 その他

円山公園駐車場

札幌市駐車場事業経営戦略

立 地 その他 建設後（建替後）の経過年数 23年

構 造 立体式

駐 車 場 使 用 面 積 25,236㎡ 収 容 台 数 959台

営 業 時 間 ９時～17時30分 一 回 当 た り の 料 金 「（２）料金形態」を参照

* 一日平均駐車台数×一台当たり平均駐車時間
収容台数×営業時間

× 100



（２）料　金　形　態

営業時間

100円

700円

1,000円

（３）駐車場実態調査による現状把握・分析

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

指定管理費：29,118千円
修繕費：１回の費用が20万円を超える修繕は動物園が負担する。
警備費：12,578千円（駐車場周辺道路の交通整理）

・環境教育・スポーツ振興の支援
　円山公園、円山動物園、円山公園野球場、円山公園陸上競技場の駐車場として、環境教育、スポーツ振興を支援する。
・経営基盤の強化
　指定管理者と連携して安定経営を図る。
・満足度の高いサービスの提供
　利用者のニーズを的確に判断することに努め、顧客満足度の向上に努める。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

1,200円

指定管理者と連携を図り、今後の修繕箇所・改修箇所について、検討を行う。

主な財源は駐車料金である。

　円山公園、円山動物園、円山総合運動競技場（野球場、陸上競技場、庭球場）の駐車場として位置付けられており、競技大会
の開催時には、大会関係者や観客の利用が多くなるが、それ以外は動物園来園者が大部分を占める。

車種

大型車

9時～17時半

二輪車

普通車

中型車



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

稼働率に関する事項

繰入金に関する事項

その他

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

事故のないようサービス向上に努める。
修繕箇所を精査し、優先すべき箇所から修繕を行う。

資産の有効活用に関する事項

その他

減債基金からの繰入金あり

利用者の少ない冬期間の利用者増に向けた対策の検討を行う。

毎月の事業報告で把握する。

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

防災・安全対策に関する事項

定期的に他施設の料金の確認を行う。料金形態に関する事項

検討の予定なし

将来的な施設の建て替えにあたってはＰＦＩの可能性を検討する。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合
には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載
すること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

修繕箇所や設備投資すべき箇所を精査することで、計画的な投資を行う。投資の平準化に関する事項



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．公営企業として実施する必要性など

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職員給与費に関する事項 市職員１人（兼務）で行う

委託費に関する事項 指定管理者制度を導入しており、管理業務を委託する。

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

毎月の報告書等から進捗管理を行い、指定管理者の更新時や大規模改修等の時期を
捉えて経営戦略の見直しを行う。

その他

指定管理者制度を導入しており、民間企業のノウハウを活用している。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

公営企業として実施する必要性

円山公園、円山動物園、円山総合運動場は風致地区にあり、周辺には民間駐車場や大
規模な駐車場がない。また大量輸送機関である地下鉄からも離れており、このため、施
設の専用駐車場としての機能を有している。

円山動物園や円山総合運動場への来訪者の利便性を向上させることにより、本市の環
境教育やスポーツ振興の支援を行う。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 119,095 138,748 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140 121,140

（１） (B) 119,095 122,290 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601

ア 119,095 122,290 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601

イ (C)

ウ

（２） 16,458 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

ア 16,458 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

イ

２ (D) 36,878 42,466 86,730 87,267 87,803 87,803 87,803 87,803 87,803 87,803 87,803 87,803 87,803

（１） 36,389 41,909 86,191 86,728 87,264 87,264 87,264 87,264 87,264 87,264 87,264 87,264 87,264

ア 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106 9,106

イ 36,389 41,909 77,085 77,622 78,158 78,158 78,158 78,158 78,158 78,158 78,158 78,158 78,158

（２） 489 557 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

ア 489 557 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

イ

３ (E) 82,217 96,282 34,410 33,873 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337

1 (F) 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860

（１）

（２） 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 41,228 15,900 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860

（１） 25,328

（２） (H) 15,900 15,900 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 41,228 ▲ 15,900

(J) 40,989 80,382 34,410 33,873 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337

(K) 74,253 73,127 34,410 33,873 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337 33,337

(L) 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255

(M)

(N) △ 33,264 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255

(O) 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255 7,255

(P) △ 33,264

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 119,095 122,290 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601

（T)

(U)

(V) 119,095 122,290 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601 120,601

(W)

(X) 477,100 461,200 444,340 427,480 410,620 393,760 376,900 360,040 343,180 326,320 309,460 292,600 275,740

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

558 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

558 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539 539

15,900 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860

15,900 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860 16,860
16,458 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399 17,399

117

39年度

36年度 37年度 38年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

40年度33年度 34年度 35年度

(F)-(G)

前年度からの繰越金

117 117

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

39年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

30年度 31年度 32年度

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

28年度 29年度

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

積 立 金

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

117

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100 ）

117 117 117

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

117収 益的収 支比 率 （ ×100 ） 226 210 117 117 117

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

合 計

35年度 36年度 37年度 38年度 39年度

収 益 的 収 支 分

30年度 31年度 32年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

28年度 29年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

33年度 34年度

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

そ の 他

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収 支 再 差 引 (E)+(I)

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引


